
最近のガス事業保安⾏政について

⽇本コミュニティーガス協会
ガス主任技術者研修会資料

令和８年７⽉１６⽇（⽊）
関東東北産業保安監督部 保安課



⽬次

1. ガス安全⾼度化計画２０３０について
2. ガス事故報告の推移について
3. 最近の⼤きな事故について
4. 管内におけるコミュニティーガス事業の事故について
5. ⾃社⼯事事故、他⼯事事故、⼀酸化炭素中毒事故について
6. 経済産業省からの注意喚起・要請等
7. ガス事故の報告について
8. 台⾵・豪⾬時の臨時対応について
9. ガス事業法における特定ガス発⽣設備の定期⾃主検査について（注意喚起）
10.バルク貯槽の検査周期の⾒直し（バルク告⽰改正）
11.ガス事業法の主任技術者の兼務について（注意喚起）
12.ガス事業法令の電⼦⼿続きについて（保安ネットポータル）
13.近年の⽴⼊検査結果について（改善指導事項）

1



１．ガス安全⾼度化計画２０３０について

2

 今後10年間を⾒据えた総合的なガスの保安対策として「ガス安全⾼度化計画
2030」を2021年 ４⽉に公表。

 計画策定から5年となる2026年に中間評価を実施し、その結果を踏まえて必要な⾒
直しを⾏い、 2026年3⽉に改訂。



１．ガス安全⾼度化計画２０３０について
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• ２０２５年の事故発⽣状況と指標との⽐較は、以下のとおり。



１．ガス安全⾼度化計画２０３０について
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１．ガス安全⾼度化計画２０３０について

5



１．ガス安全⾼度化計画２０３０について
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2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

全国事故件数 441 343 368 404 250 207 162

うち管内 219 167 180 208 136 110 88

うち死傷事故（管内） 16 11 7 4 15 14 14

うち死傷事故（全国） 33 21 20 12 22 23 24
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※ 2023年3⽉31⽇付けでガス関係報告規則等が改正され報告要件が変更（交通困難の定義、供給⽀障の⼾数
等）となった

２．ガス事故報告の推移について（全国及び関東管内）

• 2025年の関東管内における事故報告件数は88件となった。
• 死傷者を伴う事故は14件となり、前年と同数１件となったものの、死亡事故は
１件発⽣した。

グラフ１ ⼀般ガス導管事業者等も含めた管内の
ガス事故報告件数の推移（全国及び管内）
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（事故件数） （死傷事故件数）



2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

管内事故件数（製造段階） 0 1 7 4 5 1 2

管内事故件数（供給段階） 119 97 120 123 69 43 26

管内事故件数（消費段階） 100 69 53 81 62 66 60
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※

２．ガス事故報告の推移について（管内段階別）

• ２０２５年の管内のガス事故報告のうち、製造段階における事故は２件
• 供給段階における事故は２６件
• 消費段階における事故は６０件となり、前年より６件減少

グラフ２ ⼀般ガス導管事業者等も含めた管内の段階
別ガス事故報告件数の推移
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※ 2023年3⽉31⽇付けでガス関係報告規則等が改正され報告要件が変更となった



2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

うち消費段階 1 2 1 3 2 1 1

うち供給段階 3 3 6 1 2 2 1

うち製造段階 0 1 6 3 4 0 1

死傷事故件数 0 0 0 0 0 2 1

0

2

4

6

8

10

12

14

• ２０２５年の管内のコミュニティーガス事業の事故件数について、製造段階１件、
供給段階が１件、消費段階は１件となった

• 死傷者を伴う事故については１件となった

グラフ３ 管内のコミュニティーガス事業の段階別事故
件数の推移
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２．ガス事故報告の推移について（コミュニティーガス事業段階別）



３．最近の⼤きな事故について
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※第33回 産業構造審議会 保安・消費⽣活⽤製品安全分科
会 ガス安全⼩委員会 資料より抜粋



３．最近の⼤きな事故について
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給湯器の誤接続による供給⽀障
2025年10⽉17⽇ 都区内⼀部地域において、供給⽀障が発⽣（供給⽀障件数 572⼾
供給⽀障時間 27時間35分）

給湯器の取替⼯事の作業者が、新規給湯器の給湯管を接続すべき箇所に、ガス栓に接続された強化
ガスホースを接続し、そのまま給⽔栓が開放され、内管、供給管及び本⽀管に⽔道⽔が流⼊し、閉塞と
なり供給⽀障が発⽣したもの。



３．最近の⼤きな事故について
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※第3１回 産業構造審議会 保安・消費⽣活⽤製品安全分科
会 ガス安全⼩委員会 資料より抜粋



３．最近⼤きな事故について
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※第3１回 産業構造審議会 保安・消費⽣活⽤製品安全分科
会 ガス安全⼩委員会 資料より抜粋



４．管内におけるコミュニティーガス事業の事故について（２０２５年︓事故⼀覧）

製造段階
主な原因被害内容
委託先の配送事業者が予備側の残量確認をせず、次回配送予定⽇が正
確に算出されなかった為。

供給⽀障⼾数246⼾、
供給⽀障時間2時間
24分

ガス切れによる供給⽀障

供給段階

消費段階

主な原因被害内容

メーカー調査の結果、機器に異常は⾒当たらなかった。ガス電磁弁内
に⽔分の痕跡と異物があった。これらによって⼀時的なガス漏れが⽣
じ、機器内部にガスが溜まり異常着⽕した可能性がありと推定。

ＲＦ式瞬間湯沸器の
前⾯カバー変形

ＲＦ式瞬間湯沸器の異常着
⽕による変形
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主な原因被害内容

灯外内管を引き上げた際に継⼿部の⻲裂ができ、作業員のスコップ使
⽤の際に⽕花が発⽣し、漏えいしたガスに着⽕し爆発した

軽傷２名解体⼯事の際の灯外内管損
傷に伴う着⽕負傷事故



（概 要）
需要家より、ガスが使えないとの通報が複数あり特定製造所を確認したところ、全容
器のガス切れにより供給圧⼒が低下し供給⽀障が発⽣していた。
（原 因）
配送管理体制、在庫確認の不備によるもの。

【ガス切れによる供給⽀障事故】
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（２）再発防⽌対策

①容器の⽚側交換の徹底

②配送予定を事務所の予定表に記載

③特定製造所の巡視点検時に残量確
認の実施を徹底

④ガス主任技術者による確認の実施
（巡視点検結果、残量、配送予定）

⑤他の職員による週１回の在庫確認
の実施

⑥配送予定のシステム管理

チェック体制の構築

情報の共有化

システム管理を併⽤し
属⼈的な管理を排除
・使⽤量に基づく予測配送の実施
・配送漏れの際の配送指⽰の実施等

実残量に対して次回の配送予定
⽇の設定が不適切となりガス切
れに⾄る

（１）事故発⽣時の状況

①配送管理体制
配送担当者１名のみに在庫
管理、配送計画の作成、配
送を任せていた

②在庫確認
配送担当者の在庫確認（実
残量）が不正確

対策のポイント

（徹底強化）

（徹底強化）

※定めはあったが実施されていなかった

※定めはあったが実施されていなかった

チェック体制の構築
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４．管内におけるコミュニティーガス事業の事故について（過去の事故事例）
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５．⾃社⼯事事故、他⼯事事故、⼀酸化炭素中毒事故について（⾃社⼯事事故）
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• ガス導管に係る⾃社⼯事において⼈損に⾄る事故の発⽣が続いています

【2025年における⾃社⼯事の事故】

【管内における⾃社⼯事の事故の推移】 【主な発⽣原因等】
①作業⼿順が遵守されていない
・電動⼯具を使⽤
・⼀部の⼿順を省略

②確認不⾜
・作業内容
・周囲の状況

事業者作業員のヒューマンエラーによるものが多い
事業者の取り組みにより事故０
に近づけることができる

⾃社⼯事事故件数 うち死傷事故件数

概 要 等被害件名年⽉⽇
ガスホルダーの開放検査前の準備作業における重機により新設管を掘削溝内に吊り
燃焼パージ作業の際、パイロットバーナーのガス圧⼒が弱く、メインバーナー着⽕に時
間を要したため燃焼装置内の未燃ガスが異常燃焼し、点⽕状況を確認していた作
業者1名が負傷した。

軽傷1名
ホルダー開放パージ作
業におけるガス燃焼中
の負傷

3⽉31⽇

2025年 灯外内管の地境切断⼯事において、作業員が電動⼯具を使⽤し、⽩管を切断作
業そしその⽕花に着⽕し作業員が負傷た。。軽傷1名地境切断⼯事時の着

⽕負傷5⽉13⽇

空き家の解体⼯事の際に⼾建て住宅建築現場において、電気⼯事業者が仮設電
柱⼯事のための掘削中に灯外内管を損傷した。⾃社社員が補修のため、電動⼯具
を使⽤したところ先端からの⽕花により漏えいしたガスに着⽕し負傷。

軽傷1名
解体⼯事に伴うガス管
撤去⼯事の際の着⽕
負傷

7⽉30⽇


